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第一次朝鮮教育令下における日本語普及・強制政策
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井
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Policy of the Expanding ]apanese Language and its Actual Condition 
by the “]apanese Language Class (Kokugo-Koshukai)'ぺ

Kaori INOUE 

留次

はじめに ・・・………....・H ・..……...・H ・....…....・H ・....・H ・H ・......…...・H ・....・H ・.....・H ・...・H ・..…・・ 33 

第一家 「国語講習会J優遇による日本語普及政策 …...・H ・....・H ・....…....・H ・....・H ・....…... 36 

第一室哲 f箇語講習会jへの檎助と「私設学術講習会Jの統制 ...・H ・........・H ・.....…… 36 

第二節 f私設学術講習会ニ関スノレ疑義ノ件Jの成立過程 …...・H ・.....・H ・......・H ・-…. 37 

第二重量 f国語講習会Jr属議講習所jの実態 ・H ・H ・-…...・H ・...・H ・.....・H ・.....・H ・.......・H ・. 41 

第一節 f閣議講習会Jr国語講習所jの実態に罰する史料状況 ...・H ・.....・H ・.....・H ・.. 41 

第二節 忠清北道1912年度の「閣議講習会J 一公立普通学校主導の日本語講習 … 42 

第三節 忠清北道1913年度の「閣議講習所J ー警察官・憲兵主導の日本語講習 … 44 

第四節江原遂における「国語講習所jr国語講習会・H ・....・H ・-…H ・H ・......・H ・... 48 

第五節 朝鮮:3t道1916年における「閣議普及ニ潟スル施設調交j ・H ・H ・..…....・H ・-・….. 51 

むすび ....・H ・...・H ・...................................網・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・........ 55 

はじめに

朝鮮(大韓帝爵)植民地化の過程で，支配醸の言語である日本語を普及することは，幣際坦の

「韓国教育改良案jに見られるように統監府設置以前から中心課題の一つであり申1 r韓国併合J
前後の臼本国内においても，また朝鮮総督府においても揺るぎない大方針の一つであった*えさ

らに， r韓国併合Jに至る過穏で，日本の政治権力が主導して，戟鮮語を知らない日本人官吏会中
央・地方官庁に大量配壁し，これにあわせて日本語能力を有する朝鮮人官吏の配置を進める等，

朝鮮における臼本語使用の機会を着実に固めていた料。

1911年日月から施行させた第一次朝鮮教育令のもと，朝鮮総督府が朝鮮人子弟に対して公立普

通学校を中心とした「国語(ェェ日本語)J教育を強力に搾し進めたことは周知の事実である。しか

し，その公立普通学校は朝鮮総督府支配の初期において私立学校や審堂に比してまだ劣勢であ

り， 1919年に始まる三閣一校計額までは，公立普通学校の推定就学運転はせいぜい 1"'-'3%に過ぎ

なかった*4。従って，三三・ー独立運動の頃まではこれら私立学校や書裳に対する規制・統制を行
ない臼本語を教授させる諸致策をとる一方で，未就学学令先輩や学令兇童以外に対する日本語普
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及も課題であった。私立学校や書堂に対する諸政策については別稿に譲り，本論文では日本語教

育の対象を児童・生徒に限定しない「罷語講智会Jr盟語講習所」の存在に着目する。なお，本来
「会jは組織， r所jは場所を示すものであり，厳密に言えば区部すべきものだが，ともに日本語
普及施設という性格を持つので，差し当たり同じ範轄のものとして取り扱う。まずこ，史料では

f国語講習会j と「国語夜学会jを時に区別して用いているが，統計上は分離して考察できない

ので，これも同じ範鱒のものとして取り扱うことにする。

植民地末期，朝鮮総督府は朝鮮人男子に対して徴兵を行ない， r皇軍」として戦場へ送った。そ
の前提として，朝鮮軍は朝鮮人に対してそれまで以上の8本語能力を修得するよう強要した。初

等教育機関の推定就学率がようやく約50%料になったといわれるこの時期に f関語常用金解運

動」を掲げ，日本語普及・強制に重要な働きをなしたのが「態語講習所J，あるいは青年訓練所で

あり，これらが臼本語教育機関として一般の学校教育を補う形で機能した判。このように， r母語
講習所jは日本語の普及・強制のため戦時下において重要な働きを担ったのだが，いったいその

初撤形態はどのようなものであったのだろうか。

従来，日中戦争期以前の「盟諸講習所Jに関しては，朝鮮人の民族的教育機関である労働夜

学，私設学術講習会研究にかかわって言及されてきたに過ぎない。具体的には，三・ー独立運動

以後に「教育熱J向上の額向が高まり，集会・結社のa由が若干認められた後の1920年代，夜学
を中心とする民族教育が「私設学術講習会jで展開したことが幾つかの先行研究で明らかにされ

*7 本8 キ *9
ている。日本では捜部学 ，石)11武敏 か，大韓民国では菱東鎮 ， T1霊祭津 ，朱秀雄 が朝鮮

民族の独自な教育の営みとして私設学術講習会を取り上げた。渡部論文は， r当局の奨励要因が
濃いJr韻語〈日語)普及のためのJr私設学術講習会jの存在に触れてはいるが， 1923年に全数

*12 383中の f三割程度jと指摘するにとどまっている 。石川論文も，後述の「私設学術講習会ニ関

スル疑義ノ件」から， 1920年代の官公立学校および警察・憲兵，官庁関係主催の私設学術講習会

は民族教育機関とは別な系列であることを述べている。しかし， r武断政治J期といわれる1910年
代，朝鮮総督府初期の f国語講習所」の様態について論じられたものは管見の限り存在しない。

また，この私設学術講習会の管理・弾圧政策検討の際，引き合いに出されるのが， 1913年 l月

15日朝鮮総督府令第3号 f私設学術講習会ニ爵スル件J，およびこれに関する疑義を示した照会

と回答「私設学術講習会ニ関スル麗義ノ件J(同年3月14日〉であった。ところで，この「私設学

術講習会ニ関スル疑義ノ件J~.こは「隈語普及ノ目的ヲ以テ府・郡・警警察官署・官立学校等ニ於ケ

ル官吏教官ノ主催ニ依リテ成立シタル国語講習会ニシテ是等諸員ノ講師タル場合ノ、官署又ノ、学校

ノ付随事業ト認メ右府令ヲ適用セザルコトニ決定相成候条了承棺成度此段及剖答鉄也j とあ

る事13 朝鮮総督府にとっては，ここに見られる「国語普及ノ践的ヲ以テ府・郡・警察官署・官立

学校等ニ於ケル官吏教官ノ主催ニ依リテ成立シタル国語講習会Jの設立・積極的利用こそ「私設

学術講習会ニ関スル嬢義ノ件j通牒の目的であって，本論文ではこの通牒を，朝鮮総督府が f国

語普及ノ目的Jにかなうこの f国語講習会Jr盟語講習所jを，特別扱い(口優遇)した重要な政
策として取り扱う。

以上，本論文では「韓器併合j後，三・ー独立運動までの朝鮮総督府統治初期の「罷語講習

所Jおよび f臨語講習会jを取り上げ， r私設学術講習会ニ関スル嬢義ノ件jをや心とした，この
時期の朝鮮総督府の日本語普及・強制政策がどのようなものであったのかを解明する。また，特
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例措重量を受けた臼本語教育機関「韻語講習所jの実態に迫ることによって，これらがどんな働き

を担っていたかを具体的に明らかにしたい。史料には，学務例規をはじめとした『朝鮮総督府文

(大韓民国総務露政府記録保存所所蔵)，三・ー独立運動以前は唯一の朝鮮語新聞であった
メイル γ ンボ

《毎日申報》の報道を利用する。

なお，本論では，史料引用の際，原則的にIB漢字，合字を新字体，現代仮名遣いに改めた。ま

た，朝鮮語による文献には{ }を，朝鮮語による論文・新聞記事題尽には< >の記号を用い

た。この際，特にことわりのないものは弁上訳である。

はじめに註

*1 拙稿「韓国統fiii，:府設鐙前後の公立普通学校体総形成と日本語普及政策JW日本の教育史学』第34号，

1991年10汚。

*2 拙稿「日本帝留主義の毅鮮に対する教育政策一一叩第一次朝鮮教育令の成立過程における帝国教育会

の関与JW北海道大学教育学部紀婆』第62号， 1994年 1月。

*3 拙稿 rs本帝国主義の朝鮮における綴民地教育体制形成と日本語普及政策JW北海道大学教脊学部紀

要J第58号， 1992年6月。

*4 学令児童の数が不明のため， 1正確にはよくわからないが，弘谷多喜夫・広)11淑子 f日本統治下の合

湾・戟鮮における植民地政策の比較史的研究JW北海道大学教育学部紀望書』第22i苦， 1973年11月， 32頁

では， 1~3%としている。なお，就学率=在学者÷学令児童 x100，学令児家=各年度戟鮮人人口 X

160+1，000と計算している。また，公立普通学校のみの数値は示されていないが，木村光彦「韓国(朝

鮮)における初等教育の普及・.1911~1955年J Wアジア研究』第34巻第3号， 1988年 1月， 77頁で

は，学令人口・全人口上じを17%として計算している。古川賞子「植民地鶏朝鮮における初等教育一一個

就学状況の分析を中心にJW臼本史研究』第370i予， 1993年 6月， 40J'{では捻定学令人口を総人口の

0.156として計算し，就学率1.0~3.1%の数値を出している。

*5 松木宏二「朝鮮教育令改正の趣旨と其の使命JW朝鮮』第336i予， 1943年5月， 47主主に掲載されている

「毅鮮学令児童就学状況累年調」によれば， 1942 C昭和17)年の朝鮮入学令児叢就学率は，男75.5%，

女33.1%で平均54.5%となっており，前掲古)11論文40頁では， 1942年度の国民学校(表中では「普通学

校J)の就学率が44.4%，1943年度で49.0%，国民学校と簡易学校合加えた就学尊重が1942年度で47.

4%， 1943年度で51.3%となっている。また，総督府は1946年度から義務教育実施を計画していた。

*6 i3'a節子『朝鮮民衆と「皇民化J政策』未来社， 1985年。特に， 114-118頁を参照。
*7 渡部学 rw私設学術講習会』の f露頭」一一日政時代私学初等教育のー領域JW車前第3巻第10号，

1974年10月。

* 8 ::(ヨJII武敏「一九二0年代戟鮮における民族教育の一段面一一夜学運動についてJW北大史学~ 21， 

1981年8月。石川武敏 rw東亜日報』にみられる夜学に関する一覧表(1920-1928)J W史朋~ 14，北海

道大学文学部東洋史談話会， 1982年 l月。

*9 菱東鎮(カンドンヂ、ン)著/防部洋訳「日帝支配下の労働夜学JW韓J第3巻第10号， 1974年10月。

*10 虚築深〔ノヨンテク)<日帝下 民衆教育運動史》探求主主，ソウル， 1992年 lflC初版は1979年)。

*11 朱秀雄(チュスウン)r韓国における日本語教育に関する研究(麗)一一日帝時代の日本語教育(3)J
《京畿大事校論文集》第22斡， 1988年7月。

*12 前掲渡部論文 C*7に伺じ)， 77J'{。
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*13 学第341号;朝鮮総督府学務局学務課編纂『毅鮮学事例規』毅鮮教育会， 1938年7月， 921頁。

第一章 「顕語講習会J彊遇による日本語普及政策

第一節 「国語講習会jへの補助と「私設学術講習会jの統領j

従来「国語講習所Jに撰する朝鮮総督府の政策は，先に触れた「私設学術講習会ニ関スル件」

および「私設学術講習会ニ関スル疑義ノ件j程度しか知られておらず，この「間語講習会Jr器語
本l

講習所jの起源も定かではない 。しかし， r韻語講習会jがなかったという意味ではなく，朝鮮
総督府が意罰的に関与した起源とし、う意味のことである。実際，新聞報道によれば個別例は多

串2 牢3
く，道単位の動きは1911年6月に慶尚講道 ，京畿道 ， 1912年 3月に平安北道 の倒が見られ

る。入手できた史料から判断する隈り，朝鮮総督府の「盟諸講習会jへの関与は，以下のように

1912年5月頃となる。

1912年4月17f3 ，地方費祷助中の各種学校補助に関する通牒が出されており制，これを補う形

の通牒「各種学校補助費ニ関スル件」が1912年5月20日，内務部長官宇佐美勝夫から各道長官

へ，以下のように発された。

f客月十七日付学第二六二号ヲ以テ及通牒壁候黄道地方費補助中各種学校ノ補助ハ閣議普及奨励

ノ必要上韻語講習会ニ補助相成候モ差支無之候様御了知相成産依命此段及通牒鉄也

追テ本文ノ補助ヲナシタノレトキハ所在地故事業ノ大要ノ、補助額其ノ他参考トナノレヘキ事項ヲ

兵シ綱報告相成度比段申添候也

理由

本件ハ本年四月道長官会議ノ諜忠清北道長官ノ提出意見ニ対シ総督ヨザ詮議スヘキ厨指示セ

ラレタノレニ慕キ立案シタノレモノトス

参照忠清北道長官提出意見大要

国語夜学会奨励ノ為メ私立学校補助費ノ、之ヲ教育奨励費等ノ名義ニテ利用ノ範艶ヲ拡張シ広

ク地方文化ノ発達ニ資スヘキ事業ノ助成ヲ関ノレヲ使ナラシメンコトヲ望ムグ6

総督府はこの通牒で，本来は私設である「霞語講習会jに対しても「層語普及奨励ノ必要上J，

「地方費補助jを「補助Jしても f差支無J¥，、と伝えており，これは同年4月15""22日に開かれ

た道長官会議*7の忠清北道長官意見一-r国語夜学会奨励ノ為メ私立学校補助費Jを f利用Jr拡
張jすべき一ーに基づいて内務部学務局が「立案j したものだった。さらに，この補助によっ

て， r私立学校補助Jと同様に*8(但し，記載すべき事項は私立学校補助よりは簡略)各道には補
助した講習会の「所在地故事業ノ大要」等， r補助額其ノ他参考トナルヘキ事項Jを総督府へ「報
告Jする義務が生じた。

次に， 1913年 1~15臼，朝鮮総督府は f私設学術講習会J に対して f私設学術講習会ニ関スル

件Jを定め， r私人ニシテ学術研究ノ為講習会ヲ開催セムトスルトキJには，①講習のg的，②講
曹の期間及場所，窃講習の事項，④講習員の資格及定数，⑤講師の住所，氏名及経歴，告経費支

弁の方法の6項目について「道長官」の「許可ヲ受jけるように命じた料。第三条に「道長官ノ、
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講習会ニシテ其ノ方法不適当又ハ有害ナリト認メタルトキハ之カ変更ヲ命シ又ハ第一条ノ認可ヲ

取消スコトヲ得Jと規定したことからもわかるように*10 総督府は私設学術講習会に対して管理

.統制せと始めたのである。

ところで，これより早く，朝鮮総督府は1912年11月22日の訪iI令で「朝鮮総督府報告側Jを公布

している寧11 これにより「各道知事Jを通して各地の「閣語講習会j状況を調査し，その結果を

f調語講習会状況報告表J(年報)として掌鐘できる体制をとった。「報告側第二六七号j表中に

は次の9項目がある。それらは①名称，③主催者，③佼置，④期間，⑤時間，⑥教科目，⑦講師

数，@講習員数(男女計)， @経費，であった。「国語講習会状況報告表」の「報告期jは「翌年

度六月末日」となっているので，総脅府では遅くとも1914年度には「国語講習会Jに関するこれ
本12

らのデータを掌援できていたと考えねばならない 。また， r報告側Jには「私設学術講習会Jに
関する調査・報告項目はない。つまり，朝鮮総督府は「私設学術講習会jの把握以前に，まず

「報告例Jを通して「鴎語講習会Jの把握を行ない，その後「私設学術講習会ニ関スル件Jに

よって「私設学術講習会jに関する状況把躍を行なおうとしたという頗序が確認できる。このよ

うに総督府では，その初期から「国語講習会jを「私設学術講智会Jとは底別して考えていたと

判断してよいだろう。

参考までに，幾つかの道における日本語普及に関する動きを見ておこう。朝鮮総督府の1912年

5月， 11月の通牒・司iI令に対応しているか否かは確定できないが，新聞報道では次に述べる「私

設学術講習会ニ関スル援義ノ件J0913年3月〉までに，京畿道，王子安北道の各道レベルで「国語

普及を図る適切な方法如何j*13，f国語夜学会の施設及費用」牢14等の諮問がなされ，あるいは，全

羅北道では朝鮮人教育に関する r1912年度における主重要事項」の中で f国語普及方法の研究」が
*15 

「更新研究jの一項目として盛り込まれており ，それぞれ日本語普及に関する方法をめぐって

模索をしていたことが報じられていた。

第ニ節 f私設学術講習会ニ鑓スル疑義ノ件jの成立過程

次に， r私設学術講習会ニ関スル錠義ノ件jをめぐる動きについて整湿したい。
この通撲は『朝鮮総督府文書』の f学務」関係， 1911"-'1914年の f例規綴J中に存在し，関係

とあわせ「私設学術講智会ニ関スル件j という題目で鰻られている。

この競りによれば，発端となったのは次に掲げる王子安南道長官から朝鮮総督府内務部長官にあ

てられた1913年2月6臼付秘五七 f私設学術講習会ニ調スル件Jという「照会J文護であった。

「照会

私設学術講習会ニ関スル件

大正二年一月十五日付朝鮮総督府令第三号ヲ以テ私設学術講習会取締ニ関スル件発布相成候処近

時各地方ニ於テ議ニ行ハレッ、アル国語講習会ノ如キモ本則ノ所謂学術講習会ノ部類ニ属スヘキ

モノハ多クハ公立普通学校府郡庁警警察署憲兵所等ノ職員ナレトモ勿論私人トシテ鴎係セルモノニ

有之候ニ付国語講習会ヲモ本規則中ニ包含スルモノトセハ本規則ニ拘束セラノレ、コト、ナリ勢ヒ

今後国語普及上多少ノ鐸碍ナシトモ限ラレス候条可成包容セサルモノト解釈致度候得共尚為念一

応貴意ヲ了シ度及照会候也J*16 (トモは合字)

これによれば， r私人jではあるが f公立普通学校府郡庁警察署憲兵所等ノ職員jにより「国語
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普及」のために開催している「器語講習会jが， r私設学術講習会取締ニ関スル件J(下線は弁
上〉で「拘束Jされれば「国語普及上Jr障碍」がおこるため，一般の「私設学術講習会Jには
f包容jしないように取り扱いたい，という趣旨であった。『朝鮮総督府官報』等では下線の「取

締」のニ文字はないが，少なくとも平安南道では先の「私設学術講習会ニ関スル件」を， r取締J
まるための朝鮮総督府令だと明確に意識していたことが読み取れる。そして，この f照会Jに対

して内務部長官が示したものが，次に掲げるいわゆる「私設学術講習会ニ関スル嬢義ノ件j で

あった。

1913年3月比臼付学第341号「私設学術講習会ニ関スル疑義ノ件」も，上記の畷りでは「私設学

術講習会ニ関スル件」という題昆であった。また，若干ではあるが，織りから通牒案を推戴した

あとが確認でき，どの部分に強調点があるかを垣間見ることができる。なお， CJ内は追加押印
されている箆所である。

「私設学術講習会ニ関スル件

平安南道長官ヨリヨド年一月朝鮮総督府〔令〕第三号 f私設学術講習会ニ関スノレ件j ノ適用ニ関シ

別紙ノ通照会有之候慮右ノ、府郡，警察〔官〕署，学校等ニ於ケル官吏教官ノ主催ニ依リテ成立シ

タル爵語講習会ニシテ是等諸員ノ講師タル場合ノ、官署又ノ、学校ノ付随事業ト認メラレ右府令ノ適

用ヲ受クルモノアラサルコトニ御決定ノ上第一案ノ通該道長官ニ御回示板成尚為念第二案ノ通各

道長官ニ御通牒相成可然哉仰高裁

第一案

内務部長官

平安南道長官宛

本〔客〕月六日附平南秘第五七琴錦照会本年一月朝鮮総督府令第三号ノ適用ニ関スル件右ノ、国語

普及ノ罰的ヲ以テ府，君B，警察〔官〕箸， C公立〕学校等ニ於ケノレ官吏教官ノ主催ニ依ワテ成立シ

タノレ国語講習会ニシテ是等諸員ノ講師タル場合ノ、官署又ノ、学校ノ付随事業ト認メ右府令ヲ適用主

交ふい，一 t:=Cセサノレコトニ決定相成〕候条了承棺成度比段及回答侯也
第二案

内務部長官

各道長官宛(平安南道ヲ除ク)

本年一月朝鮮総督府令第三号 f私設学術講習会ニ関スル件j ノ適用ニ関スノレ平安南道長官ノ照会

ニ対シ別紙ノ通及回答鉄条為参考此段及通牒候t包

別紙

平安南道長官ニ対スノレ通牒謄写J*17

この後に「朝鮮総督府令第五号/私設学術講智会ニ関スル件jが参考として綴られているが，

ここでは省略する。

さて，若干の追加訂正部分に対する考察を行なう前に，もう一点，次の史料を提示しておきた

い。これは，やはり河件にあわせて綴じられており「大正ニ年ニ月十日接受，同年同月十二日起

案jの「私設学術講習会ニ関シ部示ノ件 集(親展)Jとなっているが， r件名jのほぼ上を交点
として大きな rXJ印がつけられ，その下の構外に(あるいは付議で)r改案Jと記されている。

「※私設学術講習会ニ関シ罰示ノ件
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案(親展〉

内務部長官※

王子安南道長官宛

改案

(※間全体に IXJ印あり・井上)
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本月六日附平南秘第五七号御照会本年一月府令第三号ノ適用ニ関スル件御見解ノ通国語普及ノ為

メ府郡，公立学校其ノ他ノ官庁ノ賛助斡旋ニ由リ際催スル関語講習会ノ如キハ本令ノ適用ヲ受ケ

サル~C義〕ト御承知相成度此段及回答候也J 串 18

この「私設学術講宮会ニ関シ回示ノ件 案J(以下， 1回示ノ件案j とする〉と平安南道長官宛

「第一案Jを比べたとき，顕著な差異は① f警察〔官〕箸Jの位置付けと窃「私立学術講習会ニ

関スル件」の適用外となる「国語講習会jの規定である。①の「警察〔官〕署」は「密示ノ件

案」では「其ノ他ノ官庁ノ賛助斡旋ニ由リ開催スル国語講習会Jに含まれ，文面上には現われて

こない。これを「第一案」で明記したこと。これは，警察主催にかかわる「国語講習会Jが実際

にある比重を持っていた実情を反映したものと考えられ，詳しくは第ニ章で論及する。@につい

ては， 1田示ノ件案jで「国語普及ノ為メ府郡，公立学校其ノ他ノ官庁ノ賛助斡旋ニ白ロ開催スル

国語講習会Jと規定していたものが， 1第一案jでは「国語普及ノ g的ヲ以テ府，郡，警察〔官〕

饗， c公立〕学校等ニ於ケル官吏教官ノ主催ニ依リテ成立シタノレ国語講翠会ニシテ是等諸員ノ講
師タル場合」となった。つまり，公的機関の単なる「賛助斡旋Jだけではなく， 1是等諸員jが

f講師jであることをも条件に加えたことがわかる。また，この“適用除外規定"は最終的に，

受け身的な「適用ヲ受ケサノレJという表現から，朝鮮総督府内務部が自らの意思たもって「適用

セサルコトニ決定j したという表現に変えられた。さらに，私立学校を含めた f学校Jの主催で

はなく， 1公立学校J(その数の多さから，実際上は“公立普通学校")が，正規の授業のみなら

ず，その時間外に行なう「鴎語普及jにおいても重要視されたと言わなければならない。また，

補助を得るためには，これら 111守，郡，警察〔宮〕饗， c公立〕学校等Jの「官吏教官jが「主
催」することが条件であったから，正規勤務以外にも，かなりの労働奉仕を必要としたであろう。

この f閑語普及」の推進機関である f国語講盟会Jが機能するためには，それなりの優遇措賓が

必要だったので、ある。

「私設学術講習会ニ調スル件jの一連の文書には，もう一件， 1913年3月7B付で王子安南道長

官から再度内務部長官にあてられた次のような「照会J，1私設学術講習会ニ関スル件J(学五七〉

も残っている。

f照会

私設学術講習会ニ関スル件

客月六日付平南秘第五七号ヲ以テ私設調語講習会ノ、本年一月府令第三号ノ拘束受否ニ関シ及照会

置候処差掛り解決ヲ要スノレ事実モ有之候ニ付至急何分ノ御回答ヲ為度再度及照会候也」本19

すなわち， 2月6尽に「照会」を出した平安海道ではj解決ヲ要スル事実モ有之」ため，総督府

に再照会を行なっていたのであった。総督府が3月14日に出した通牒は， 2月26日に起案された

ものだったから判。，実際は総督府での検討中に催促「煎会」が届いた格好になる。なお，この通牒

の各道から各府郡への通知・徹底は月末あるいは4月に行なわれたことを付言しておきたい本21

以上のように， 1私設学術講習会ニ関スル錠義ノ件J(史料では f私設学術講盟会ニ関スル件J)
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は， 1913年2月6日に平安南道から出された照会を基本的に引き受けて発されたものであるが，

一良は総督府が2月128に f図示ノ件案Jとして起案し，何等かの理由で改案され，最終的には

2月末に起案され決定に至ったものであった。内容的には，この改案の過程で「警警察官署j と

「公立」学校が明記されるに至った。これらが「国語講習会Jにおいてどのような位置さど占めて

いたかは次意の検討課題とする。

この「私設学術講習会ニ隠スル疑義ノ件Jは，それまで「近時各地方ニ於テ感ニ行ノ、レッ、ァ

ノレJ(2月6日照会)r罷語講習会jを「私設学術講習会」とは区別して便宜を与え，官主導で日
本語を普及・拡大させる方向を決定づ、けたものであった。

第一章註

*1 現段階では，いつから，どのような経緯で「鴎言審議習所Jr国語講習会Jが設置されるようになった

かは定かではない。稲葉継維は， r韓国併合j以前の臼語学校について詳細な実証研究をしており，こ
の中でいくつかの臼語講習所・夜学が散見されるが(①稲葉継維fI日韓米の日語学校(補遺)H文重量言

語研究(言語篇)JJ17，筑波大学文芸・言語学系， 1990年1月， 12下128頁，②稲葉継雄 rlB韓米の私立

学校における日本語教育JW文護言語研究(言語篤)JJ18，筑波大学文芸・言語学系， 1990年9月， 87-

92頁)，現段階ではこれらと「国務講習会Jr閣議講習所jとの関係を確かめる史料を持ち合わせていな
いので，この究明は今後の課題としたい。

*2 慶尚南道では， r穣南，蔚山，河東，山清， .E主陽，8:済号事各都で』土地方人民の懇裂に依って憲兵及警
1'r等が公務余暇を利用して朝鮮人に国語を教授jという記事が残っている c<m菱商人民の閣議熱心>
《毎日申報》第1689号， 1911年6月8日付〉。

*3 京畿道では， r最近管内に閣議夜学会主t設立した数を調査したところ，専門に設立したものが二十二
凝，各公私立学校に付設した数が二十五廃であり，現今入学修業する学長が一千七百二十七名Jで

あった c<京畿管内の国語夜学会数>{毎日申報》第1708号， 1911年6月30日付)。これによれば，
1911年6月の「国語夜学会j数が磯認でき， r公私立学校Jr付設」という形態が半数以上存在したこ
と， 47箇所で1，727名の講習員が存在したことがわかる。管見の線り，道以上の単位で「関語講習会J

関係の状況を示す最も初期の史料である。

* 4 r平北管内で最近調査した教育統計jとして「国語夜学会jの数につき，若干の項密が判瞬する。こ
れによれば， r閣議夜学会jが73，教部が30名，生徒が337名存在した(く王子北の教育機関>{毎日正和

報》第1931号， 1912年3月初日付)。

* 5 * 6で引用する文書が綴じられている綴りには， 1912年4月178付学第262号の通牒は残されていな

かった。

*6 学第601号 f各種学校補助費ニ関スノレ件JW戟鮮総督府文著書』学務:1911~1914年例規綴，文書番号

20 C大緯民国総務施政府記録保存所所蔵:マイクロフィルム)。

*7 <道長官会議(第一日)> <毎日中報》第1946号， 191211三4月16日付，および〈道長官会議終了>

《毎日申報》第1952号， 4月23日付。なお， 4月20自の最後に「各道長官の提出荷題に対して意見を練

述Jする部分があった c<道長官会議終了>{毎日E幹事長》第1951号， 4月21日付)。
*8 稲葉継維は， I日韓米において，統に「各道jの判断による f補幼指定jという形態が存在していたこ

とを指摘している(稲葉継雄 flB韓国営公立普通学校の日本人教員一一教員人事を中心としてJW筑波

大学地域研究JJ11. 1993年3月， 12頁)。

*9 朝鮮総督府令第3号「私設学術講習会ニ関スル件JW朝鮮総督府官報』第135号， 1913年1J315 8号。



第一次朝鮮教育令下における日本語普及・強制政策 41 

*10 第一条には f私人ニシテ学術研究ノ為講習会ヲ開催セムトスルトキハ1L記各号ノ事項ヲ具シ道長官

ノ認、可ヲ受クヘシjと記されたあと，本文に示した①~⑥の各号が掲載されている。

*11 朝鮮総督府訪11令第20号「朝鮮総替府報告例J~朝鮮総督府官報』第95-1予， 1912年11月22臼号。施行

は， 1913年l月1日。なお， ~官報』では「別冊，別表j が略されているので， r報告表Jは11::むを得
ず，入手することができた『大正元年朝鮮総替府議11令第二十号朝鮮総督府報告側(甲号).](大正十二

(1923J年一万一日改正)によった。さらに，この1912年11月の「朝鮮総督府報告例j以前にも，

1911年6月15B，戦鮮総督府議11令第55号で「朝鮮総督府報告例jが出されており， 1912年11月の「報告

例Jは，いわば全苦言改正したものということになりそうだ。この1911年6月 f報告例jも「別総ハ略j

されているので，具体的な報告内容は不務である。

*12 ただし， *11の事情から，あくまでも f閣議講習会j関係に変更が無かったと仮定してのものであ

り，厳密には1924年(1923年の翌年度)以降，場合によっては1911年6月「報告例Jの実施時点からと

なる。

*13 <京畿道参事務照会>{毎日申報》第2103号， 1912年10月17臼付。

*14 <平北庶務主任会議>{毎日申報》第2129号， 1912年11月17日付。

*15 <全北学事一斑・鮮人教育の今菅>{毎日申報》第2192号， 1913年2月2限付。

*16 1913年3月14B学第341考「私設学術講習会ニ関スル件JW朝鮮総督府文書警』学務;1911"'1914年例

ま晃綴，文書番号44C大韓民国総務慮政府記録保存所所蔵〉。

*17 *16に同じ。

*18 *16に伺じ。

*19 *16に悶じ。

*20 *16に向じ。

*21 京畿道の場合，これを1913年3月初日「私設学術講習会に関する件j として内務部長が各府ヂ郡守

宛に通牒し C<法令付録・京畿道第七号;1913年3月28日，道通牒第48考，内務部長発府努郡守宛 f私

設学術講習会に関する件J> (毎日$報》第2271号付録， 1913年5月9臼付)，慶尚南遂の場合は4月

15Bであった(1913年4YH5日，学級第251号通牒，内務部長発各府予郡守宛 f私設学術講習会ニ関ス

ル件JW朝鮮総督府文書』文教部・慶尚南道教育委員会;1925'" 1943例裁，文書番号5(大韓民国総務

慮政府記録保存所所蔵J)。

第二章 「闇語講習会Jr盟諸講習所jの実態

第一節 f国語講習会Jr国語講曹所jの実態に関する史料状況
前章第一節で述べたように，朝鮮総督府は「朝鮮総督府報告例jにより，早くから「国語講習

所Jの実態を把揮できていたと考えられるが，三三・一独立運動以前，実際に総督府が『朝鮮総督

府官報』に掲載・公表した f国語講曹会jの状況報告は，管見の限り次の 2件のみである*1。

A. 1912年12月四日号「隈語講習会状況J(1912年10月 1B現在〉忠清北道

B. 1917年4月25日号「国語普及ニ関スル施設調査J(1916年) 戟鮮全道

また，このほかに，朝鮮総餐府は「地方費補助中各種学校ノ補助jをおこなった「国語講習
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会Jに関する「所在地故事業ノ大要j等の報告を得ていた。若干ではあるがこれに関する史料が

『朝鮮総督府文書』の中に残っている。

C. 1913年1月9臼付，江原道長官報告「私立学校其他補助ノ件J

D. 1914年1月13臼付，江原道長官報告「私立学校故国語講習会経費補助ノ件J

E. 1914年2月26日付，忠清北道長官報告 f各種学校補助ニ関スル件j

(F. 1914年4月6日付，慶尚南道長官報告「私立各穣学校補助ノ件j…国語講習会なし〉

本来，各道からの報告は， r国語講習会」への補助がなくても rFJのように残ってしかるべき
であり，また，毎年これに関する簿冊が存在していてもおかしくはないが， <政府記録保存文書索

引目録>(第 1輯第4巻:1ヨ政編，大韓民器総務慮政府記録保存所， 1982年〕には掲載されていな

かった。

朝鮮全土を通した「掴語講習会Jの状態を知り得る史料は，管見の限り， 1916年度中の状況を

示すもの(上記B)までない。それ以前の時期については，忠清北道(上記A.E)，江原道(上

C . D)のもののみを入手し得たので，このニ道の例を検討し，これに《毎日中報》等に数見

される関連記事(なお，道レベル以上の数値は， <毎日申報》では第一主主註で示した f掴語夜学

会」の数値， 1911年京畿道の47鯖所のほか， 1912年平安北道における73簡所が見られる料〕を用

いて，三・一独立運動までの f閤語講習会」の状態を解明するための一助としたい。

第二重罪 忠清北道1912年度の「国語講習会J一一公立普通学校主導のB本語講習

A (第 1表〉は「忠清北道」のみで，なおかつ「各郡守ヲ会長トシ公立普通学校教師ヲ講師ト

セル国語講習会Jとし、う限定が付いている。これらは「校名jがすべて「公立普通学校jであっ

たことから，公立普通学校主導の「国語講習会Jの例であると考えられる。該当する国語講習会

は18筒所存在した判。この表からは，①校名，②学科目，@期開，④講師数，司会員数，@会員

年齢別 (5段階)，⑦会員職業別がわかる。

舎の「校名jであるが，忠清北道に当時存在した公立普通学校数が18で、料，つまり，この時

期，患清北道では公立普通学校をすべて動員して，この「国語講習会jを積極的に推進したこと

を意味する。

②の「学科目jは「国語講習会jでありながら， r盟諸」のみを教えていた講習会は18校中，堤
)11公立普通学校の l校に過ぎず，この期の忠清北遊の「国語講習会jではほとんどの場合，複数

学科目を教えていた。特に， r修身Jを教授していた講習会が「算術J関係 cr算術J11校， r珠
算J2校〉を超える15校もあったことは特記すべきことで，言葉とともに臼本的精神までをも教

しようとした姿勢がよく現われている。これは講習会が「公立普通学校教部ヲ講師」としてい

るため，公立普通学校で重複された教科目が，そのまま閉じ公立普通学校を母体とした「国語講

習会jにも反映されたと考えることができる。このほかには「農業jが6校， r朝鮮語jがl校で
あった。ただし，学科g聞の比率や時間数は不明である。

③の「期間」は一般に比較的長く， 3ヵ月程の短期講習はここでは見られない。 4ヵ月が 1校

あるほかはすべて 6ヵ月以上で， 8ヵ月が8校と最も多く，最長はl年であった。



第一次毅鮮教育令下における日本語普及・強制政策 43 

第1表忠清北道の公立普通学校内属議講習会(1912年10月1隠現在)

但し， r忠清北道ニ於テ各都守ヲ会長トシ公立普通学校教邸ヲ講師トセル思議議著書会J

期間 講師数 会員職業別 公立普通学

数量
校名 学科 8 会員 15 21 31 41 EEE 農商雇其

筒月 (18年度〕 歳下一20-30 -40 -50 人他 校総立年月

清介i修身，濁諮，珠算 4 5 (10) 43 26 15 2 1 40 1 1907.5 

務安濁言語，修身 9 3 (5) 29 4 16 7 2 13 9 4 3 1911. 6 * 

鎮JII 修身，国言書，算術 12 2 (5) 13 8 3 2 10 1911.10 

陰城修身，国語，算術 6 4 (4) 15 5 6 4 7 5 3 1911. 9 

機山修身，国語，珠算 10 3 (5) 23 11 10 2 - 14 6 l 2 1911. 9 
割削『内向伽桝内桝吋晶-------------輔副輔副酔骨晶砕い岬崎...悼晶#妙齢俳恥併胡晶・E・・・材輔仲拘 ------------・・・台前，

忠列ト| 修身， ~母語，算術，農業 10 4 (8) 12 10 2 - 12 1906. 9 

清嵐修身， 00諮 8 4 (3) 34 4 20 9 l 2 *31 1912. 3 * 

堤)11 思議 8 3 (5) 33 1 4 17 10 5 2 18 7 1911. 5 

永革手 修身，闘諾，算術 8 2 (3) 22 4 13 3 2 5 10 6 1 1912.4* 

Tす陽鴎語，算術，朝鮮語 9 3 (3) 27 2 12 8 5 14 2 2 5 4 1912.4 
-・・暗唱白骨『内輪酔酔骨組...凶a・a・・・・・..同----ー‘柄拘合同司令『肉納骨骨砂+・凶ー・・E 骨聞帽・A聞..咽骨『聞 ..骨h酔凶咽恥胡.‘

延重量 修身， j;!言語，算術，農業 8 3 (3) 42 4 10 19 5 4 7 23 2 10 1912.4 

報恩国籍，修身，算術 8 3 (5) 36 8 14 13 1 10 11 15 1911. 9 

青山思議， 1修身，農業 8 2 (3) 54 25 24 5 1 34 2 17 1912. 4 

黄澗修身，国語，農業 8 3 (5) 37 1 9 16 7 4 10 1自 3 4 10 1911. 4 

永隠修身，閑語，算術 § 4 (6) 41 13 14 14 13 12 13 3 1910.7 
聞・・h聞司自肉『骨削柿母4晶明幽晶・・・・咽合同司・・ー・a唱肉『白砂柑婚件岬副圃・・ー. 胡・“・.“・‘F凶晶唱凶岨晶・・

沃)11 修身，閑語，算術，農業 6 3 (4) 70 14 29 21 5 1 2 59 5 4 *1909. 7 

懐仁修身，国語，算術，農業 8 4 (3) 48 8 18 17 4 1 3 39 l 5 1912.4 

文義国議，算術 10 2 (3) 24 7 13 4 6 10 2 5 l 1912. 5 

計 18校 55(83) 603 ! 57 207 221 91 27! 101 333 64 38 67 

出典公立普通学校内国語講習会議査表JW朝鮮総督府官報』第117号， 1912年12月四日号。

但し， r議部数jの r(18年度)Jおよび「公立普通学校創立年月jは，毅鮮総督府学務局 F大正七年
朝鮮諸学校一覧~ 1919年 1月， 97-102J!i: (渡部学・阿部洋緑『日本稿民地教育政策史料集成(朝鮮篇H

第53巻， 1988年3月編集復刻)により作成した。

備考※「校名jは，原表では各学校名の後に， r公立普通学校Jが記載されている。

※ f清風」校「農」の r*31Jは，原表では r3Jであるが， r農jの会員数合計と f会員数Jから修正

しTこ。

※涼表には「備考」欄もあったが，どの学校の欄にも記載はなかった。

※「講師数」機に一項目を設け， 1918年度の公立普通学校教員数を括弧で示した。

※「創立年月Jは，基本的には f公立普通学校jとして開校した「年月jであるが， 1910年度の『学事統

言十』によれば， r沃JIIJ校のものは， r補助指定学校j時代の r1909年 6月Jのことと恩われる(朝鮮総

替府『学事統計(明治四十三年度)~ 51J!i: (渡部学・阿部洋編『日本植民地教育政策史料集成(戟鮮

篇)~第52巻，議渓害義舎， 1988年 3月編集復刻J)or沃JIIJ校の場合， 1928-30年度『朝鮮諸学校一覧』

ではr1911年7月J，1932年度では r1910年7flJであった。このほか行末に r*J安つけた校で、も，

多少のずれが散見された。

④の「講師数Jは2名から5名で， 5名は1校でむしろ例外的であり， 3名が8校と最も多い。

「会員数j当りの f講師数j として見れば，一般の学校教育に比べれば密度の濃い語学教育がで

きそうでもあるが， r公立普通学校教翻ヲ講師jとし、う記述から，議鯨をすべて学校教員としたと
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仮定して，参考までに1918年度の『朝鮮諸学校一覧Jで学校到の職員数を並べてみると，全教員

の約五分のこがかかわっていたことになる。また， 1918年度のd忠清北道で日本人教員が複数いた

学校は，清州 3，1涛安2，忠、州 2，永河 2名の 4校しかなく， r国語講習会」において朝鮮人教員
*5 が担った部分が大きかったといえよう 。仮定通りであれば，たいていの教員は通常の学校勤務

に重ならない時開帯で，主として臼本語の普及のために拘束され，延長勤務したことになり，か

なりの労力を費やさねばならなかったと考えられるが，ほかに講師会躍ったかどうかは不明であ

るo

また，公立主普通学校を会場とする限り，必然的に開催時間は授業と重ならない夜間となるた

め，ほとんどが f夜学会Jの形態をとったものと推測できる。

⑤「会員数J603名は， 12名から70名と様々で， 1校王子均にすると33.5名となる。ただし，出席

状況や修了状況が不明で，どれだけの人が続けて臼本語を学んだかは不明である。

@r会員年齢別」で見ると， 15-20歳， 21-30歳がそれぞれ会員の五分のーを上回る比率を占め

た。また，この表から言えば， 50歳を超えるものはいなかったことになる。

⑦「会員職業別」で見ると，半数以上 (55.2%)を農業従事者が占める。ただし，当時の農業
*6 人口は80%以上あったので ，決して多い数ではない。ここでは f官公吏jが六分の一以上を占

めていることに注目したい。これは，公立普通学校が人口の多い地域から優先的に設置されたこ

と，換言すれば，郡の拠点に設置されたことに関係する。そうであれば，必然的に農業人口は少

なくなり，官公吏が多くなる傾向は理解できる。また，それ以上に朝鮮人官公吏にとって，日本

語能力を必要とされる状況があったとも考えられる。

前章第一節で述べたように，朝鮮総督府内務部学務局が「国語講習会jにかかわる契機が，道

長官会議における志清北道長官による「醤語講習会」への補助要請発言だったことを考えると，

この発言の時点で、忠清北道で寸ま公立普通学校を総動員する形がある程度撃っていたこと，またそ

の運営のための財政確保を必要とする状況であったと憩像できる。公表された忠溶北道の「公立

普通学校内圏語講習会調査表Jは，このような公立普通学校主導の日本語普及機欝である「国語

講習会Jを維持・推進するための一つの模範例となったのではないだろうか。

第亙節 忠清北道1913若手度の f箆語講習所j一一警察官・憲兵主導の日本語講習

次に，もう一つ問じ忠清北道の「国語講習会J状況「日iを取り上げ，上記 rAJの特徴とあ
わせて忠清北道の「国語講習会Jの拡がりについて検討してみよう。

rEJは1913年度の内務部長官宛忠清北道報告「各種学校補助金ニ関スノレ件j中の「国語講習

所」に関する報告であり，これに若手手を加え(第2表)として掲げる。

原表には，①場所，@開設年月日，③設立者又は指導者職氏名，@教師職氏名，⑤生徒数，⑥

補助金額が掲載されているが， r設立者文ノ、指導者職jおよび f教翻職jのほとんどに憲兵または
巡査(補〉がかかわっていることから，最寄りの憲兵分隊・分遣所，または警警察署・巡査駐在所

を記載した*7 設立者又ハ指導者職jおよび「教師職jでは，明確に百本人と判明しているもの
には二重下線をつけた。

さて， (第1表)の「国語講塑会jから一年後の状況を示すこの(第2表)の「国語講習所」で

あるが，このこ者簡にはほとんど共通t陸・関連牲が見出せない。数字の上では， 1912年度の18簡

月号から1913年度の17簡所へ 1減であるが，まず， r開設年月日Jが1912年10月以降のものは
r AJと震なることはないので，ここから， (5)・(6)・(7)・(12)・(15)・(17)の6箇所は除かれ
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る。また，そもそも rAJは， r公立普通学校教師ヲ講部トセルJr国語講習会Jであったが，

rEJには f教部職氏名jにも f設立者又ハ指導者職氏名J ~，こも f公立普通学校教師」は記載さ

れていない。そこで，公立普通学校の位置を f朝鮮諸学校一覧』で確認，郡別に整理し，その績

に1914年 3月の全国的な府郡廃合に伴い変更された名称を〔→ 〕で加え，公立普通学校の位賓

と向じ郡・面に位躍するrEJの各 f閤語講習所Jを主主ベ， (第3表)を作成した。 ζ忠清北道主

要地名関】(別掲〉をも参照し，この表で位置関係を照合しようとしたが，既に部単位で異なって

おり，問ーである可能性のあるものはほとんどない。ここから，少なくとも(第2表)のほとん

どの f国語講習所jは公立普通学校を会場とはしていなかったと言える。あるいは全く別の運営

組織であった可能性の方が強い。特に， (6)・(13)・(14)・(15)・(17)の 5箇所は， r巡査駐在
所Jの名称と， r場所」の星名までが向ーであり，なおかつ f設立者又ハ指導者職」または f教師
職Jに“巡査・巡査補"が見られるため，少なくともこの5例については，かなりの確率で巡査

(補)がその巡査駐在所，あるいは近隣に会場を借用して，巡査主導の日本語教育を進めたとの

推測が可能である。 f憲兵分遣所jにしても， (4)・(5)・(7)・(10)・(16)の 5欝所は「分遺所j

名と里名の一致が見られるので， r巡査駐在所Jと同様な状況が考えられる。

第 2表 1913年度の忠溝北道における f閣議講寝所j

場所

(1)青山郡南商猪項製

(2)糞瀦郡梅下街林山恩

(3)策澗郡上村荷勿鴎竪

仏)幸量感郡山外商南岳皇

(5)忠州都事富山商東倉里

(6)丹務郡北一商梅鴻袈

(7)忠州都薪石箇議院

(8)忠州都柳等商梅山A
(紛忠州都福域面穣院

4骨清州郡山内-00米院

ω鎮J1I郡能弁
ω鎮)11郡梨谷街
ω梶山郡東中頭七星務
ω機山郡仏茂吉富牧渡奥
ω文義君E二遂窃外)11塁
。。延重量郡水安霊童

管轄憲兵隊，警察署関設年月日

〈沃)11分隊)
(秋風嶺分違所〉

(秋風嶺分造所)

脅南岳E草分遼所

世It~転倉分遼所

*梅滞箆巡査駐在所

女龍院分遣所

(忠州分隊)

〈忠州分軽量)

*米続分透所

(鎮)11分隊〉

(主義)11分隊)

1912. 6. 1 

1911.12. 1 

1912. 4.日不詳

1910. 8.21 

1913. 4. 2 

1913.10. 1 

1913.12. 1 

1912. 8.20 

1912. 3.15 

1911. 3. 1 

1912. 3. 6 

1913. 4.15 

*七星巌巡査駐在所 1912. 6.17 

*牧渡巡査駐在所 1911.12.22 

※外J1I巡査駐在所 1百13.2.28 

女水安室量分渡所 1911. 3. 

自骨永革手君E魚上)11商任豚塁 *任懸箆巡査駐在所 1913.11. 1 

教師職 生徒数補効金額

-さな

差是

巡査

態兵・差是 憲兵・農

議箕・農 藩.B量
藤真・農 藩農

商長

-覧華兵及補助員 ・憲兵及補助長

爾長・農 憲兵・農

憲兵 麗一
面長 巡査・巡査補

差是 遮蚕・巡査証補

史長 巡査補 11

扇長 憲兵

・巡ヨ正被 巡査・巡査祷

40 4汚68銭

70 8. 30 

30 3. 51 

36 4. 18 

23 2. 67 

10 1. 17 

37 4. 54 

24 2. 79 

37 4. 34 

30 3. 55 

35 4. 12 

24 2. 84 

21 2. 61 

24 2. 94 

35 4. 17 

18 2. 06 

15 1. 75 

備考:忠北学第122号1914(大正三三)年2月26日，内務部長官宛忠清北道長官報告「各種学校補助金ニ梼スル

件J0914年2刃278m学補第600号「私立学校立立国語講習会経費補助ノ件JW朝鮮総督府文章き』学務;

1914年「私立学校雑件」文芸書番号引をもとに作成。

女:1910年12月10日，朝鮮総督府令第56号「戟鮮駐街憲兵臣家管区及配置表j中， r管轄分派遣所」の名称位

震が話レベルで一致し，かつ「分遣所j名が翠レベルで一致するもの。

* : 1911年11月7臼，朝鮮総督府告示第331号「巡査派出所及巡まま駐在所ノ名称，位置別表Jの位置が面レ
ベルで一致し，かっ f駐在所J名が塁レベルで一致するもの。

※: 1912年 1H 138，朝鮮総督府告示第3号で r*Jの別表中に追加された。
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[忠清北道主要地名園]
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朝鮮総督府綴纂『府郡廃合朝鮮新地図.lI(京城日報社， 1914年6月発行)より忠清北道部分をトレースし，作成した。

一年程度過るが，忠清北道の8本語普及における憲兵の活動を報じた記事が存在する。 1912年

5月の報道で，忠清北道では「国語の研究が盛んで、，到底憲兵は国語教師だと言っても過言では

なし地方民は霞語の必要を感じ，自発的に研究している模様j制とあり， 1913年度の(第2

表〉で見た状況は，前年5月の段階でも同様で， r到慮憲兵は国語教師jという表現が当て厳まる
ほど，憲兵が釘本語普及に果たした役番目は大きかった。

「開設年月日Jで見れば， c第1表〉に重なる時期から，既に「国語講習所jを開設していたも
のがかなり見られる。 1912年Eむこ「到蕗憲兵は国語教師Jという事実があったということは， c第
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第3表 忠清北道における「罰語言語習会Jr閣議講習所jの位置関係

郡名 1912年度の学校名位置 1913年度の f場所」 [→名称変更後] 佼霞

清州都 情州公立普通学校清州議I
(10) 山内一国米続〔→米続磁米院毘〕米院分透所 米院蘭

文義公立普通学校文義麗
(15) 文義郡二道面外川塁〔→清州郡賢都立百〕 受都面

外JII巡査駐在所(l912.1~)

機山郡 機山公立普通学校機山酒
(13) 東市在百七足場〔→七星面〕 七星巌巡査駐夜所七猿面

清安公立普通学校清安額
(16) 延重量郡水安盤〔→塊山都〕 水安金量分透所 水安餐

延農公立普通学校延豊商
(14) 仏頂面牧渡堅 牧渡巡査駐在所 仏頂商

鎮JII郡 鎮)11公立普通学校鎮)11面
(11) 龍弁 龍弁?

(12) 梨谷箇 〔→梨月面〕 梨月面

陰城郡 陰城公立普通学校陰城街

忠州都 忠外|公立普通学校忠、外|覆i
(5)徳山商東倉恩 東倉分遣所 篠山商

(7)薪石面龍院 〔→薪尼逝龍院里〕龍院分遣所 薪局面

(8)柳等頭梅山盟〔→利椀街梅自見良〕 利柳面

(9)福減額富島続 〔→仰城頭龍浦A?J 仰域福

堤)11務 清風公立普通学校清風蘭

堤)11公立普通学校媛川頭

丹楊郡 永春公立普通学校永春麗
(17)永春郡魚上)11弱任思議恩〔→丹陽郡〕

丹楊公立普通学校汚陽頂
任懸恩巡査駐在所魚上JII箇

(6)北一面梅浦里〔→梅滞函〕 梅浦里巡査駐在所 梅1湾蘭

報窓郡 報恩公立普通学校報患部
(4)山外部南岳皇 山外面

懐仁公立普通学校懐仁面

沃)11郡 沃川公立普通学校沃)11街

青山公立普通学校青山街
cl)青山郡南極猪安里〔→沃)11郡育南面雨猪堅〕 青南面

永岡郡 永岡公立普通学校永河童H
(3)黄澗郡上村頚勿閉盟〔→永岡郡〕秋風嶺分遺所 上村商

黄澗公立普通学校策澗商
(2)策調郡梅下商林山里〔→永岡郡上村滋〕 上村面

係考:公立普通学校の位震は，朝鮮総替府学務局『大正七年 朝鮮諸学校一覧Jl1919年l月(前掲『日本植民

地教育政策史料集成』第53巻)により，府都廃合後の名称変更は，越智唯七『新!日対照、報鮮全道府郡部塁

1関名称一覧Jl1917年5月 0985年翻刻発行，ソウノ人太撃社)によった。

1表)の「国語講習会Jとは別組織の「関語講習所jが存在していたことを意味する。総督府へ

の報告とは関係のない，経費確保の手段があったのであろうが，兵体的なことは不明である。

現時点では，この憲兵の日本語普及活動への「政策的Jなかかわりを示す一次史料を入手し得

ていないが，これを傍証するものとしては，当時の駐街憲兵弓令官兼警務総長であった明石元二

*9 郎の伝記ゅにある多様な憲兵の業務中の f日本語の普及Jという項目 ，また， 1913年に警務総

監部警務課で編纂発行した『朝鮮警務例規衆』にあるという flB学部が編纂した日本語読本を
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持って住民に説明Jする業務*10がこれに準ずる。憲兵も警察官も命令者が問ーである憲兵警察制
本11

E芝においては，警察官の業務にしてもほぼ同様であったろう 。「憲兵警察官憲」が日本語普及

に積極的であったことは，政務総監(出鯨伊三郎〉が憲兵司令官・警務総長〈明石元二郎)に対

して発した「書堂取扱方ニ関スル件」からもうかがえる。この通牒の前段で「従来間語普及ニ関

シ憲兵警察官憲ニ於テ本務ノ傍多大ノ助カヲ与へッ、アルハ深ク其ノ労ヲ多トスル麗ニ有之J
*12 

と，その功績を評価する部分が見られるのである 。朝鮮総督府が，憲兵・警察に対して直接

「国語講習所Jの開設を命じたかどうかは定かではないが，総督府学務局にとって，憲兵・警察

の日本語普及における働きは「多大ノ助力Jであることを認めるに十分なものであった。

(第l表)と(第2表)を見る限り，公立普通学校関係 f国語講習会jと警務機関関係の「陸語

講習所」は相互に独立して日本語普及にあたっていたようにも思えるが，相互に全く無関係で

あったので、はない。 4道22地方の f器語講習会jの状況を報告した「公立普通学校における国語

普及施設J(W朝鮮業報~ 1916年2月号〉には，患清北道から青山・機山・渚安の三地方の状況が

報告されており，このうち，青山地方のものには，講漕員減少を未然に肪ぐため， ，実綾を挙げん

として面長息長等と協議し，一面麓兵所の援助を得て，三十五名の会員を得jたという報告があ
*13 

り，出席本は92%と高かった 。つまり， ，公立普通学校J関連施設であっても， ，憲兵所の援助

を得」ることもあり，時に相互協力しながら臼本語の普及にあたったのであった。

第四節 江原道における f臨語講習所Jr器語講習会j
以上は忠清北道の例であったが，他道の状況はどのようであったろうか。そこで，忠、清北道と

同時期の史料で江原道の例宏見てみよう。まず， rCJを(第4表)として掲げる。，CJの「大

正元(1912)年度管内私立学校其他補助」は「ーハ其優良ナノレモノヲ選択シーハ一般指導ノ目的

ヲ以テ」行なわれた「補助」であり， 1) ，優良私立学校J，2) ，一般私立学校J，そして3)，私立

国語講習所jに対してなされたと報告されている。具体的には， ，優良私立学校J4校に35"'-'50丹
*14 

の補助(計185円〉と教科書補助 ， r一般私立学校jには「教科書補助グ，そして「私立掴語
講習所Jにも f教科書補助J- r公立普通学校用麗語読本及国語教材補助各一部宛補助J-ー

がなされた。 rCJの原表から得られるのは，①郡名，②佼置，也教授者，④講習員数であるが，

③の「教授者Jがすべて憲兵か巡査であったため，I忠清北道の場合と同様に，最寄りの憲兵隊・

分遺所もしくは警察署・巡査駐在所のうち，その名称が「恩」まで同ーのものを記し， r面」まで
同じものに( )を付した。また， 6で示した2筒所は管轄と里::gは問ーだが，商あるいは郡名

が異なるものである。

一見してわかるように， 1913年の忠清北道における状況に類似しており，明らかに憲兵分・派

遣所や警察署・巡査駐在所を拠点として「国語講習所jが置かれていた。

④の講習員数は必ずしも多くなく， 30名台の4箇所念除けば， 21名以下と比較的言語教育をし

やすい小規模の「韻語講留所」であり，これらの講習所では「補助j された「公立普通学校用罷

語読本及麗語教材補助各一部Jが用いられていた。

「備考j中に， 1911年11月の改正以降は f憲兵派遣所以下jの配置が不明だと記したが， r憲兵
派遣所Jr憲兵出張所Jには〈第5表〉のように若干の新設撤廃の動きが見られるにせよ，大枠と
しては増加傾向にあることから，基本的には1910年12月の配置表が f憲兵派遣所J存在の判定の

一つの基準たり得ると判断した。(第5表〕には江涼道の「憲兵陵配置jにあわせて，朝鮮全道お

よび忠清北道における配置の推移も掲載した。
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第4表 1912年度の江藤道における「国語講習所j状況

郡名 位 重量 教授者 講習員数 最寄りの憲兵隊・分遣所/警警察署・巡資駐在所

春)11 史内iID 倉皇 憲兵 8 食.!l!分遺所*

全 ~t山外面 内坪E霊 全 21 内五F塁分遣所*
洪!II 化材(→村)面 城山翠 会 9 域山奥派遣所脅花(→化〉村iID

華!II 下置!iiID 費量吾芝.!l! 全 10 

全 jニ西iID 山陽盟 会 33 山陽E草分透所青.-k
-ー戸・------------園、骨噛咽A・-----・司圃眉‘'咽唱 ‘吋輸相棒戸朝両町静剤耐戸----調停骨骨向---------------『肉曹司神岡ト明酔砕晶嶋駒噴砂柑酔両州・----神司令手州骨肉静静・・-----------------------.----------- 神崎神4咽悼妙手同ト噌』骨骨拳骨骨》命令----・・唱

全 東部 芳!II.!l! 会 20 

金滅 宣霊童話 塔医E霊 全 17 塔lIe塁分透所*.(塔距塁1巡変駐在所;1913.3~) 

全 北面 堂肉晃竪 巡査 15 (堂続分遣所脅).蛍綬巡査霊主在所*

全 東部 霞道恩 会 17 金滅警察署管内 ;i雪道奥巡査駐在所出金城郡紋主主面*ム

鉄E主 主喜来iID 芝鴻恩 憲兵 33 芝浦分遣所女
噂句柄物時前向骨仲ーー戸時戸..・‘併4崎町酔 骨ーー‘ー明・--.-----・・・・・・・・・・・・・・----.・ ・・・・------.・-.--ー阿南酔ゆ母崎幽'‘・---------許制輸婚前惨禍骨骨肉副---_.・E・園調開 帳母ー町晶a戸..・・・恥圃岨戸・・・a世

平 康高挿面 土滅E塁 会 6 土主主分遊詩庁女，カ

伊!II 楽壌商 支下里 全 9 支下息分遺所*.-k

滋陽上郡(→初)北活道納E皇 会 12 道納里分遺所*

電事越 下東部 玉洞 会 30 玉濁.!l!分遣所合.-k
王子島 北溜 後?c→~?)坪援巡査 6 'f1-霞警警察署署管内;延安!l.!l!巡遊駐在所=有罪越郡北部*(~1913.3)ム
判同ト明尚南酔崎岨雨前哨・鳴台国司---- 齢制明..明鳴》耐肉駒匂岨...鳴抽削砂 ・‘戸・・a・・・・‘ 明..・・・.----・・・・・・・・・a・・.----.・神台肉# ゆ骨骨崎..州鳴骨『肉---------------崎----明R

全 美灘面 平安盟 巡査 13 平安巡査駐在所本

江陵城山部 JiIl山.!l! 全 13 郎山箆巡査駐在所*

蔚珍遠北部 輿E喜f詞 言憲兵 8 (興風洞巡まま駐在所*)

会 近北童話 梅花洞 ~ 21 (竹辺澗分遣所*)

三陸長 遠徳窃 臨鋭津 会 35 臨院津警察署-k.(穏底f隠巡査駐在所*)

計 20ヵ所 336 

備考:1913年1月g日付江原道長官報告「私立学校其他補助ノ件J(If'朝鮮総督府文番』学務;1913年「私立学

校関係審類J文書番号1)私立学校及国語講習所状況jのうち.r私設濁語講習所jの部分。
合:1910若手12月10羽，朝鮮総督府令第56号「朝鮮軍主筋憲兵隊管区及配震表j中の「管轄分派遣所jの「名称

位農Jが街レベルで一致するもの。 rl911年11月7日j改正の「別表Jには f憲兵派遣所以下ノ配霞ハ朝

鮮駐街憲兵隊司令官之ヲ定ムj とだけ記され，以後，官事長からは確認できない。

女三府一庁四十三県台湾樺太毅鮮及関東チ1'1 If'改正新!日対照市町村一覧一一議官衡名称位霞区画的共箆程

図~ (鍾美堂.1913年4月)から判羽するもの。

* : 1911年11月7日，毅鮮総督府告示第331号「巡査派出所及巡査駐在所ノ名称，位置刻表Jの f佼霞Jが
面レベルで一致するもの。

江原道における(第5表)の f分遣所Jr派遣所Jr出薩所Jの数値に比べ.(第4表〉の「分遣
所Jの数値が多すぎるが，これには「派遣所Jあるいは「出張所jが含まれていると解釈したい。

また，憲兵分遣所にとどめず，派遣所や出張所まで含めて考えると， 1912年度の忠清北道(第

1表〕で見られたような，公立普通学校の“総動員"という形で憲兵隊関係の施設がすべて日本

語普及機関として動員されたのではないことがわかる。

次に，向じ江原道の盟1913年度の報告 rDJを(第6表)として示そう。

原表は，補助金額とその対象の「罷語講習会J名称とを報告する表と， r国語講習会jの場所，
講習期間，一日当りの講習時期，講師，講習員数含報告する表の二枚になっていたが，これらを

あわせ，さらに行末に f公立普通学校Jや「郡庁J等の f位置j合新たに付け加えた。



う0 教育学部紀婆第66号

第 5表 1910年代における憲兵隊配置数の推移

江 原 道 忠清北道

年来 費i空i襲i要i望i 合計 襲i警i豊ii費費i 合計 憲兵隊本部

1910 13 

1911 1 10 5 51 40 107 4 3 17 13 38 13 
1912 1 10 5 47 44 107 1 4 3 17 13 38 13 
1913 1 10 9 39 48 107 l 4 5 14 18 42 13 
1914 1 10 10 37 51 109 l 4 4 12 20 41 13 

1915 1 10 10 37 51 109 4 5 10 22 42 13 
1916 1 10 10 35 53 109 4 4 10 24 43 13 
1917 1 10 10 33 58 112 4 4 7 28 44 13 
1918 1 10 10 91 1 113 4 4 34 l 44 13 

出典:!務鮮総督府『朝鮮総餐府統計年報JJ 1911~1918各年絞;

「慾兵隊自己慶j または「覧表兵隊及(問)職員j表より作成。

第 6表 1913年度の江原道における「調語講習会j状現

言語習時間

〈一日当)

朝 鮮 全 遂

窓

張所費出合 計
兵

分

隊

77 502 61 。653 
78 54 410 379 934 
78 57 394 413 955 
78 107 327 443 968 
78 99 317 501 1008 

78 99 316 528 1034 
77 96 318 551 1055 
78 98 288 592 1069 
78 98 877 43 1109 

喜善綴 講習員数 位 置

2 公普教員 70 春JII郡春JII預

金五円洪JII公立普通学校内閣議講習会 洪JII公普内 2 2 全 16 洪JII郡洪JII箇i
金五円 機城公立普通学校内閣諮講習会 横城公普内 2 2 ざを 22 横城郡横主主面

金五円 原州、!公立普通学校内閣議講習会 原州公普内 2 2 全 25 原州都原州首i
金五円平島都庁内 閣語議事轡会 王子畠都庁内 1.5 2 全 20 郡内爾色内*

金五円寧越郡庁内 閣議講習会 寧越郡庁内 2 全 25 郡内在吉永興援

金五円 滋養公立普通学校内閣語講習会 旋善公普内 2 2 全 20 縫幸喜郡焼事毒菌

金1i内 平海郡上慶喜君事務所内局言語講習会 平海郡上里 2 2 会 35 平海郡上E童福

衛事務所内

金支向 車ま珍公立普通学校内霞語講習会 蔚珍公普内 1週間 2若クハ3 会 75 蔚珍郡蔚珍苦言

金五円三医長公立普通学校内属議講習会 三捗公普内 2 全 米詳 三医長郡三三捗郡

金五円 江陵公立普通学校内陸言語講習会 江陵公害華内 1.5 2 全 40 江陵郡江陵部

金五円哀傷公立普通学校内思議講習会 裂傷公普内 3 2 公督教員 32 獲陽郡護隊菌

金拾門 粁城公立普通学校内閣語講習会 粁主主公普内 12 2若Pハ3 全 28 粁城郡粁城商

金拾円 高城公立普通学校内属議講習会 言語域公普内 2 2 全 65 粁主主郡高城薗

金拾内透JII公立普通学校内閣語講習会 議JII公普内 2 2 全 48 通JII郡遜JII夜i

金姶門 機縁公立普通学校内国語講潔会 推陽公普内 508 2 会 54 激務喜郡滋陽商

金拾内 金城公立普通学校内陸言語講習会 金城公普内 3 2 全 30 金化郡金主主商

金五月 平康公立普通学校内思議講習会 平康公普内 2 2 会 22 平康郡王子主義箇

金五府伊111公立普通学校内箆語講習会 伊丹i公普内 2.5 全 25 伊111郡伊JII面

金五円 安峡公立普通学校内題語講習会 安峡公普内 2 会 18 伊111君主安峡簡

金五円鉄原公立替遜学校内思議講習会 鉄原公普内 2 2 全 22 鉄原郡鉄康面

金拾門書室111公立普通学校内思議講習会 禁JII公普内 3.5C隔日 2 会 78 華JII郡筆111漬i
金主合同 楊ロ公立普通学校内属議講習会 楊ロ公普内 2 2 全 86 揚ロ郡湯口笛

金五月麟締公立普通学校内国語講潔会 麟締公普内 2 会 40 

24ヶ 896+ a 

儀考:j綴鮮総督府1914年 1月15臼印，学補第166号 f私立学校故国語講湧会経費補助ノ件」中，江原道長官報

告 f鴎語講習会J . r関語講習会状況取調審J(W朝鮮総督府文書』学務;1914年「私立学校雑件J文書番
号 9)より作成。
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公立普通学校の位霞は，荷揚『大正七年朝鮮諸学校一覧~ 139-143J!{，郡庁の位置は，前掲『改lE新!日

対照市町村一覧~ 608頁によった。なお， IT'朝鮮総督府統計年報(明治問十三 0910J 年)~ (朝鮮総督府，

1912年12月発行)の巻末「付録Jにある「遂ノ管区Jによれば，司王昌都庁の位霞は「都内簡易中!t!.Jと

なっている。

忠清北道でもそうであったが，この江原道においても1912年度に「補助jを受けた(第4表)

の「閤語講習所Jと1913年度に「補劾Jを受けた「匝語講智会Jはそれぞれ服組織のものと

え，同じものは見当らない。

(第6表〉の一番の特徴は， r講蹄jがすべて公立普通学校の教員であったことで，表中の24箇
所のうち， r公立普通学校j内に「国語講習会」を置いているところは21簡所，これは当時の江原
道の公立普通学校数25校には及ばない。しかし， r国語講習会jを置いていなかった残りの公立普
通学校を確認すると，王子海公立普通学校(蔚珍郡平海面)，平自公立普通学校(王子高郡平高面)， 

寧越公立普通学校(寧越郡寧越面)の3校は，該当郡の f面事務所」あるいは「郡庁」で役所主

催の f国語講習会」が公立普通学校教員を講師として開かれている。つまり，全く施設が無かっ

たのは金化公立普通学校(金化郡金化面〕のみであった。江原道の公立普通学校系列で行なわれ

た「閤語講習会jの「講習期間jは，忠清北道のものに比べれば，全体として短期講習であり，

粁城公立普通学校の 1年を例外として 1ヶ月 5校， 2ヶ月10校が主流であった。講習員数の規

模を見ると，間じ江原道の憲兵・巡査中心の f闘語講習所J(第4表)よりニ倍以上の講習員数を

抱え，より学校に準じた様相をとっていたと想像できる。参考までに「補助金額」を見ると，憲

兵等が進めていた忠清北道の f国語講習所J(第2表)より全体的に補助金が高めである本16

このほかには， 1914 (大正三)年4月6日の襲尚南道長官報告 (F)r私立各穣学校補助ノ件j
があるが， r国語講習会」への補助は報告されていなかった本17

第五節朝鮮全選1916年における「園語普及ニ関スル施設調査j

最後に，総督府が公表した朝鮮全道の「国語講習会J~.こ関する最初の統計である f韻語普及ニ

関スル施設調査J0916年)を(第7表)として掲げよう。

ここから確認できる礎自はそれほど多くはなく，(1道名，@開設筒所，③受講者数，@講師数

及び「備考Jである。この段階では f全ク施設ナキJ府郡は， 2府23郡I島であり，ほとんどの

府郡で f韻語講習会Jが開設されていたのであった。

ところで，凪清北道に注目してみると，忠清北道では「関語講漕会Jr国語夜学会J等の施設は
19筒所と最も少ない。しかし，ー簡所当りの受講者数は約50名で，飛び抜けて痛い。ここから，

忠清北道の日本語普及に関する施設は学校的な様相を想起させる。

さらに， r備考Jの最初の演目から，この表が f警察官憲ノ主催ニ属スノレモノヲ除キタルモノJ
であり，本章第ニ節，第三節の考察から，これが第二節(第l表)の「公立普通学校J系列であ

るということが推察できる。つまり，忠清北道の f開設簡所Jは少ないが，これ以外にも「警察

官憲ノ主催ニ属スル」日本語普及施設が存在し，統計上組み込まれていないだけだという可能性

が高い。しかし， r国語講習会Jが荷年も継続できたかどうかについては疑問で， (第3表)から
1912年度の「沃JII郡jには沃川と背山の 2校があったにもかかわらず， 1916年には存在していな

いとL、う状況を読み取ることができる。
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第7表 「国語講習会，雷語夜学会等属議普及ニ関ス)1，.施設調査J1916年

遂名 開設箇所a 受講者数b b/a 講師数 鱗 考

京畿道 60 2，072 34.5 188 仁川， fj量列'1.楊州，方時五jZ，始輿，江望書ノ一月守主玉郡

忠清北道 19 965 50.8 84 沃)11郡

忠清南道 82 1， 756 21.4 139 予著陽，天安，唐津ノ三都

全緩北道 68 2，035 29.9 147 群山，金疑，主主~ノ一月守二都

会綾南道 29 1，076 37.1 115 珍島， Z霊場ノニ郡

慶尚北道 47 1，402 29.8 149 築州，存雪道，害警山，童書島ノ三郡一島

慶尚南道 105 2，333 22.2 185 東莱，周波，普外1，密陽ノ劉郡

黄海道 66 1，850 28.0 191 

平安海道 51 1，032 20.2 156 寧途君5

平安北道 60 1，566 26.1 191 
ト岬ト・』晶排除晶晶、明品...町南酔...恥削静岡ト句ヤ#噴砂酔w向咽--------聞唱開・四曹司開・・・・・a ・a司圃明 噌酔骨拘静静噌』拘剤耐酔副幹仲肉耐司自向開胴酔向・同骨、._--肉・

江 原道 69 2，066 29.9 211 

威鏡海道 136 2，968 21.8 224 甲山郡

威鏡北道 43 1，335 31.0 85 鏡城郡

総計 855 22，456 26.3 2，065 

備考

ー，本調査ハ公私立普通学校教員共ノ他ノ主催ニ係ルモノニシテ警務官憲ノ主催ニ嵐スルモノヲ除キ

タルモノナリ

二，受講者数ノ、会期ノ三分ノニ以上出席シタル者ノミヲ掲載セリ

三，各府都島中金ク施設ナキハニ府，二十三都，ー島ナジ

出典溺諾普及ニ関スノレ施設務査JW朝鮮総督府営事長』第14151ま， 1917年4月25日号。 263-264頁に

よる。ただし， b/aは迫力目した。

第ニ章第エ節から第四節まで，患港北道と江原道を例として，具体的な「国語講習会Jr国語講
習所」の実態を検討してきたが， r AJについては「各郡守ヲ会長トシ公立普通学校教師ヲ講師ト
セル閤語講習会Jとし、う娘定が付き， rCJ'"'-'rFJは「地方費補助中各種学校ノ補助」を行なっ

た場合の報告とし寸限定が付いている。よって，例えば rFJの麓消南道では f補助金jを支出

した「臨語講習会jとしては皆無だが，当時慶尚南道に「園語講習会Jr国語講習所jが存在しな
かったのではなしメてまた， rBJの「国語講習会，国語夜学会等閤語普及ニ関スル施設Jの調査

でさえ， r響務官憲ノ主僕ニ属スルモノヲ徐キタルモノ」とし、う限定が付されている。
紹介した史料からは，公立普通学校(教師〉がや心となって組織・運営されたものと憲兵・

察の警備機関が中心となって進めたものが比較的明確に尉系統の如くに現われ，前者に「関語講

習会J，後者に「韻語講習所」という名称を用いていたようであるが，他道のf7dやこの用語の規定

に関する史料を得られず，今後の課題として残った。

なお，朝鮮総督府学務局は五・ー独立運動後の1921年1月， w国語普及の状況』とし、う冊子を発

行しており，この中の「閑語普及の施設jに関する第二項目で「国語講習会を開{援することJが

取り上げられ，次のように記されている。

「一般社会に対し閤語を普及せむか為には国語講習会の開催を奨励し全鮮各都之を開催せさる

所なき状況なり

盟語講習会は概ね短期間にして間々接関之を鴎催するものふ外概ね夜間業務の余自民に学費せしむ
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るか為夜学会として開催するもの少からす

講習会を主催するものは府，郡庁の吏員，警察官憲，学校職員，会社，工場等にして間々地方有

志の億人主催するものあり概ね無報酬にて之か教授の任に当り講習員より何等費用を徴せざるを

例とす

講習員は成年男子最多しと量産も多少の女子あり又特に齢古稀を超ゆる老人にして毎夜熱心出席

し多少の国語を学ひ得たる後官庁を訪捕し;得々として之宏使用する等の笑話少なからす

地方に於ける老年の商吏員，郡庁員等にして国語を解するもの L中には盟諸講習会に於て国語を

学修したるもの少なからす

昨年騒擾以来閤語講習会は頗る不振の状況に在りて一時之か開催を見合わせたるもの多しJ*ぬ

主催の多様さ，講習員の状況等，ヨ・一独立運動後までの f国語講習会Jの概要を知ることが

できるが，最後の部分に f昨年重量擾以来国語講習会は頗る不振の状況に在りて一時之か開催を見

合わせたるもの多し」とL寸記述が見られる。これは，朝鮮総督府立臼本の支配に対して真っ向

から行動に立ち上がった朝鮮人の独立運動を境として，最も日本的ともいえる日本語という言語

に対する朝鮮民衆の態度が務確に示されたものと受け取れる。その状況を総督府自身が「頗る不

振」という表現で示したのであった。

1910年代，小規模ながら広く行なわれていた「属語講習会」は三・ー独立運動を基点としてそ

の状況が一時，一気に衰退した。その後の「閤語講習会jが， 1920年代，民族教育として「夜

学」設置が進む，いわゆる「民族夜学jの台頭という新たな状況の中で，どのような変化を行

なったのかは，今後の課題としたい。

第二章註

*1 私設学術講習会」についても，古川論文 C<臼帝待代初等教脊機関の就学状況一一不就学児童の多

数存主Eと普通学校生の増加><教育史学研究》第2・3韓，ソウル大学校教育史学会， 1990年2月，

142頁)が指摘するように総替府レベルの統計，諸学校一覧には登場せず，植民地統治鶏，.=i=.に1930年

以降に各府郡で発行された『道勢一斑~ [f'道勢一覧』のいくつかにのみ概括した数値が見られる。

*2 平安北道のデータでは，教昔話が30:1';，生徒337名となっており，単純計算でも教締が一人2箇所以上

掛け持ちをしなければ成立しない。誤穏であるのか，あるいは事実そのようであったのかについては

不明。

*3 大韓帝厨時代， 1906年9月24日勅令第48・49号により， 1普府13道11府332郡の行政区分であった朝

鮮は， 1910年8月の f韓思併合j時には1首府13遂11府317郡であった。このとき忠清北道は18郡(清

州・懐仁・報患、・青山・言電澗・永11司・沃)11.文義・鎮JII・済安・陰城・機山・延重量・忠列、1・清風・堤

)11・丹楊・永春)で、あったが， 1914年3月l臼の府郡廃合により，忠清北道の郡数は10郡になった。

(孫禎陸(ソンジョンモク)<韓園地方制度・自治史研究(上)一一甲午更張~包帝強占期》ソウル，

一志社， 1992年4月， 80-81， 154J{o)公立普通学校の設震がこの間18郡に一つずつであり，まさに拠

点配置の涼郊が読み取れる。

*4 朝鮮総督府学務局『務鮮諸学校一覧~ 0918年度版)C渡部学・阿部洋編『臼本植民地教育政策史料集

成(朝鮮篇)~第53巻，議渓審会， 1988年3月編集復刻g)の「創立年月」から判断した。 f意u立年月jは

〔第1表)右に掲載した。
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* 5 * 4で使用した史料に向じ。
*6 戟鮮人全道人口15，169，923人中，農業者12，308，893人で百分率は81.14%，忠清北遂に限ると人口

675，421人中，農業者560，736人で83.02%(1912年12月末)であった(朝鮮総督府『大正二(1913)年

度戦鮮総督府統計年報~ 1915年 3月刊行， 21J{， 88-89頁)。

*7 朝鮮駐街憲兵隊ノ管区及西日霞表J，r警察署ノ事務ヲ取扱フ憲兵分隊窓兵分遣所名称位置管轄区域

表jは総督府初期，大きく 1910年12JllO8， 1911年11月 78， 1913年 3月208，1914年2月27日に改ま

されており， r警務部及警察署名称佼重量及管轄区域表Jは1910年11月158，1911年11刃78， 1913年3

月20日， 1914年 2月278に改正されている。したがって， 1913年度の状況を示す1913年 3月20日改正

(悶年 4 月 l 臼施行)の各表 CW朝鮮総督府官報~ 1913年 3月初日号外，戦鮮総餐府令第22，23，24-j予)

を用いて判断した。

*8 <忠北の新現象/忠清北道警務部長桜井少佐談><毎日申報》第1975号， 1912年 5Jl19日付。

*9 寧毒事警察に加ふるに，一般の普通警察に属する殺務を兼ね，更に加ふるに1Lの事務をも挙るjとし

て22項島列挙された後に， r右の他，日本語の普及」云々として登場する(小森徳治『明石元二郎J

(上)， ~主審房， 1968年， 448-449J{)。

*10 孫後陸《前掲書室}， 111頁。

*11 このほか普通警察業務には1911年 1月9日，朝鮮総督府警務総監部訓令申第l号「普通警察報告例J

で「半年報」として定められた「朝鮮人臼語解得者表Jの調査・報告がある。これは， 1912年 1月24

8，朝鮮総務府警務総監部部!令申第4号「警察報告例J中の f半年報J，r戟鮮人邦諮解得者表」として

引き継がれているが，この発祥は韓関統駁府時代にまで遡る。 1910年8月188，統監府訪司令第 8号と

して改正された f普通警察報告例Jにおいても， r半年報J9項目中， r第四 韓国人ニシテ日本語ヲ解

スル者ノ数jが存在し，毎年7月15臼と 1月15臼に報告すべきことが規定されていた(統監府『公報』

第157号， 1910年 6Jl18 8号)。なお，改正のもとになった r1906年統監府訪11令第7号普通警察報告例J

の内容は， w公報』が1907年以降の分しか復刻されていないので，確かめられなかった。

*12 W朝鮮総督府文芸書J学務;1911-1914例規綴， 1912年11月22日学第732，733号「著書室主取扱方ノ件J。こ

の文章警は f欝裳J政策としても重姿なので後日別な形で検討を加えたい。

*13 公立普通学校における関語普及施設JW朝鮮紫報~ 1916年 2月号， 140賞。

*14 三百十円補助ノ内前記残額ヲ以テ教科書ノ補助ヲ為セルモノト認メラルj と報告されている

0913年 1月9日付江原道長官報告「私立学校共他補助ノ件j中， r私設国語講習会 w朝鮮総督府

文書警』学務;1913年「私立学校関係書類J文主義番号1)。

*15 公立普通学校用教科書全部及ピ教育学体操著書毅ニ教育学教科書補助J(*14に向じ〉。

*16 補助金額が f高め」であっても，絶対額で高し、かどうかはよくわからない。参考までに会緩北道が

1913年度に予算イとした費用中， r私立学校六校補助Jiと1，170内， f国語講習会」に500円， r国語夜学

会jに1，120門が計上されていた C<最近の全北・本道教育費><毎日中報》第2263号， 1913年4月初

日付)0 (第6表)では24箇月庁で150門補助， C第2表)では17銭月号で60河余の補助にすぎない。

*17 慶南学第683号， 1914年4月 68，朝鮮総督宛慶尚南道長官報告「客年問月十五日付学第七六号ヲ以

テ御補助相成度教育費ノ内各種学校補助金参百六拾鼠ハ地方費ヨリ金人拾菌ヲ加へ合計四百四拾鴎ヲ

以テ管内私立学校中夙ニ内地人教員ヲ採用シ又ハ多数ノ児主主ヲ教養シテ相当ノ成綾ヲ挙ケ優良ト認ム

ヘキ左記学校へ頭審ノ通補助致度ニ付此段及報告候也JCf私立学校立立国語講習会経費補助ノ件JW朝鮮

総督府文章警』学務;1914年「私立学校雑件J文章警番号 9)

*18 例えば， r女子園語講習会jが「普州大安蕗ー洞々舎内jにあるとか C<女子国語講習会><毎日時ヨ
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報》第2244号， 1913年4月8日付)，また， I晋州Jの f公立普通学校」が「在来行なっていた国語夜学

会を更に拡張組織jするという記事 C<慶南通信・溺諮夜学会拡張><毎日申報》第2315号， 1913年8

月29日付)等が見られる。

*19 朝鮮総餐府学務局『国語普及の状況~ 1921年 l月， 3…5賞。

むすび

本論文では， 1国語」と呼ばれた日本語を，学令児童にこだわらず広く普及さぜるために設置し

た「国語講習会J1国語講習所J(1国語夜学会jという名称も用いられた〉に策目し，幾つかの史

料をもとにその初期状況の一端を明らかにした。

第一章では，まず，植民地支配当初からの目標であり課題であった“日本語を普及する"ため

に，各地でその方法を模索している状況を示したが，まだ朝鮮総督府としては「国語講習会jに

対する十分な掌躍を行なっていなかったようである。「韻語講習会jへの朝鮮総督府の関与は，各

道で地方費補助を f閤語講習会jに行なう場合，朝鮮総督府へ関連事項を報告するよう命じたこ

とが始まりであると仮定したが， 1報鮮総督府報告側JliJU冊jの発掘をまたねばならず，未だ断

定できる状態にはない。ただし， 1各種学校補助費ニ欝スノレ件」によって，本来「私的」に行なっ

ていた「国語講習会jが，一部の私立学校と同様に総督府への「報告」によって事実上「公的j

な扱いを受けられるようになったことの意義は大きい。また， r私設学術講習会ニ関スル件jから
「私設学術講習会ニ関スル錠義ノ件jが出る過程で， 1鴎語講習会Jにおける警察官署と「公立J

学校の位置付けが，朝鮮総督府のやで明確になっていたことがわかった。第二章でその実態の一

部を確認したが，少なくとも忠清北道では f公立普通学校」と「憲兵・警察j権力による「韻語

講習会J1国語講習所Jが中心的存在であり， 1私設学術講習会ニ関スル疑義ノ件J確定過程にお

いても，この実情が朝鮮総督府によって確認・認識されたと考えられよう。ちなみに，この傾向

は第一章第一節註で示したように，既に1911年の報道によっても散見される。結局，これらの通

牒により「国語講習会Jが「私設学術講習会Jとは区別され，優遇されるようになったという意

味で，総督府の f居語講習会jに対する政策の画期とすることができょう。

第二章では，忠清北道・江原道の例によりながら，公立普通学校を中心とした「国語講習会j

と憲兵・警察が主導した「国語講習所」の特徴を整理することで「国語講習会J • 1国語講習

所jの実態の解明を試みた。史料の締約から，これが必ずしも朝鮮全道を通した特徴であるとは

断定できないが，憲兵・警察権力が主導した1913年度の忠清北道報告を検討した結果から， 1国

語講習会」には，主に f公立(普通〉学校Jおよびその教員を主導とした系列と，憲兵・警察を

主導とした系列が存在したようであることがわかった。これは，第四節で取り上げた江原道の二

穣類の表からもうかがえ，また1916年度の朝鮮全道の統計に「警務官ノ主催ニ属スルモノヲ除J

いた旨の記載がされていることからも推測される。「公立普通学校Jが会場・教師総ぐるみに近

い状態で、推進された1912年度の忠清北道で、は， 1国語」のみならず， 1修身jを通して「教育ニ関

スノレ勅語ノ旨趣ニ慕J(朝鮮教育令第二条〉いた教育まで行なおうとしていたらしいこと，日本語

普及の対象となった人々は， 10代後半から30歳程度までの青年・成年が主流であり，職業別では

「官公吏jが比較的多く受講している等の特徴が見られた。今後，さらに他の史料の発掘や俄別

の「国語講習会」例の分析から，その全体的傾向を確認してL、く課題が残されている。
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また， r国語講習会Jの創設・発祥の問題と， r公立(普通〉学校」一「憲兵・警察J主導の二
系列が生じた現出について，また，そのこ者間，あるいは地方ごとに公立学校と治安機関の意図

的・綴織的な依頼・協力関係がどのように存在したのかについても，未解明のまま課題として

残った。

一般に，日本語普及が公立普通学校を中心として進められたという時，これまでの先行研究や

史料的制約の関係上，静通学校規郎/規程に基づいた f毘語」時間数が圧倒的に多い，昼慢の児

・生徒に対する教育を想像しやすい。このことは間違いではないが，特に植民地統治初期の段

捕で，学令児童以外へ広く日本語を静及することも急務であって，本論文で取り上げたような，

青年・壮年層への日本語普及とその方法がどこかで必ず詞題とされなければならなかったはずで

ある。この役割を果たすことになったのが「公的Jな役割を与えられた「国語講習会」であり，

その主力は第ニ意で明らかになったように，公立普通学校(教員〉と憲兵〈隊) ・警察(箸〉で

あった。

植民地における支配国言語の普及に教育機関が果たした役割を考えるとき，金統治期間を通し

て就学率が低く推移したことを重く見れば，以上のように未就学児叢，あるいは非学令の青年・

壮年層へ日本語教育を通して働きかけるという「公立学校Jの多面的な役割を捉え覆す必要があ

るだろう。狭義に「公立学校」とし、う教育機関のみに限定した場合でも，その役罷が多面的であ

ることは以上の通りだが，実際に臼本語普及・強舗をはじめとした植民地教育の徹底には様々な

形で憲兵・警察とL、う治安機関が大きくかかわっていた。このことは決して忘れるべきではない。


